
整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（宮城県　平成２９年度）

メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

（円） 備考

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

加美町
加美よつば農業協同
組合

土地利用
型作物
(稲)

米の食味値品質分
析(内部分析はア
ミロース値、タン
パク値)を行い品
質向上を目指す。
特にタンパク値に
ついては前5中3平
均の7.1%より0.8
ポイント以上低く
するように改善す
る（「みやぎ吟撰
米」認定基準の

6.3%以下を目標と
する）。

7.1%
5年平均
2,032件

6.8%
(197件
/5.2%～
7.7％)

6.7%
(195件
/4.7%～
7.4％)

6.9%
(248件

/6.1％～
8.3％)

6.3%
(みやぎ吟
撰米基準)

27.5%

（(6.88-
7.1)/(6.3
-7.1)×
100）

機能強化に伴い、
平成27・28年産は
計画的な荷受け実
施と適期刈取りの
励行により一定程
度タンパク値を下
げることができ
た。平成29年産は
一層の低下を目指
し適期刈取りの励
行を行ったが8月
の長雨の影響によ

り収穫作業が遅れ
たため、タンパク
値は目標値
（6.3％以下）ま
で低下させること
はできなかった。

土地利
用型作
物(稲)

事業実施地区にお
ける1等米比率を
事業実施年度の前
7中5平均の値と比
べ10%以上改善す
る。

82.3%
(46,847.8

俵
/56,923.3

俵)

90.7%
(45,947.0

俵
/50,661.5

俵)

91.0%
(46,609.0

俵
/51,240.0

俵)

80.4%
(35,617.0

俵
/44,286.0

俵)

92.3%
(計画時の
＋10ポイ
ント)

-19.0%

（(80.4-
82.3)/(92
.3-82.3)
×100）

機能強化に伴い、
平成27・28年産は
計画的な荷受け実
施と適期刈取りの
励行により刈り遅
れによる品質低下
が軽減され、1等
米比率は90％台を
確保できた。平成
29年産も適期刈取
りの励行を目指し
たが、平成29年産

米は7月下旬から
の長雨の影響によ
り、登熟の遅れと
圃場が乾かずに収
穫時期が例年より
2週間程度遅れ
た。登熟が遅れた
ことで、充実不足
や青米（死米）が
多く、1等米比率
に大きな影響を及
ぼし目標値を大き
く下回った。

【穀類乾燥調製貯
蔵施設】（機能強
化）
貯留乾燥設備　循
環式乾燥機30t/基
×２
　　　　　　　丸
形貯留ビン200ｔ/
基×４
集排塵設備　　処
理風量 5800㎥/min
自主検査設備　個

別管理型120口/基
×２
籾摺り調製設備
処理能力3.6t/hr
貯留ビンカメラ設
備　カラー監視カ
メラ4台

418,392,000 193,700,000 0 0 224,692,000
平成27
年8月31

日

　計画的に荷受を実施することが出来た
が、食味値（タンパク値）については、
登熟期の長雨による著しい品質の低下と
刈遅れによる影響で目標値まで低下させ
ることができなかった。目標値の達成に
は異常気象の影響を軽減する必要があ
り、地域再生協議会における「良質米作
り推進費」の交付事業を活用した土づく
りの推進と、関係機関（普及ｾﾝﾀｰ等）と
連携した各種栽培講習会開催により良食
味米生産に向けた栽培技術の普及拡大を
進めていく。
　また、１等米比率についても登熟期の
長雨・刈遅れ等の影響で低下し、目標値
をかなり下回る結果となった。１等米比
率の改善に向けては、土づくり推進、適
正肥培管理、適期刈取りのための定期的
な栽培技術情報発行、現地検討会開催等
の指導を継続するとともに、落等要因の
多くが着色粒（カメムシ類）と充実不足
となっていることから、カメムシ類によ
る落等をできるだけ少なくするために、
カメムシ類の適期防除や被害増加の一要
因となる「水田内雑草」の抑制にも着目
し、重点的な指導を行っていく。

　米のタンパク値の低減の取組について
は，目標値までの低減には至らず達成率は
約28％となっている。本事業での施設機能
強化により，平成27・28年産は，計画的な
荷受けと適期刈取り励行により一定程度タ
ンパク値を低減できたものの，いずれの年
産も目標値には達していないことから，
「適期刈取り」「適正な乾燥調製」以外の
栽培技術対策が必須と考えられる。事業実
施主体では，地域再生協議会での交付事業
を活用した土づくり推進に取り組んでいる
ことから，その促進や指導対象の重点化に
よる生産者技術の底上げに係る助言を関係
機関で行い，継続的に支援していく。
　また，１等米比率の向上の取組について
は，平成29度の登熟期前半が異常気象で
あったため，計画時よりも劣る１等米比率
となっている。本事業での施設機能強化に
より，平成27・28年産は，計画的な荷受け
と適期刈取り励行により極端な刈遅れが減
少し，90％台の1等米比率を確保できたも
のの，いずれの年産も目標値には僅かに届
いていないため，要因別の対策が必要と考
えられる。事業実施主体では，斑点米カメ
ムシ類の防除徹底による着色粒落等割合を
低減することとしていることから，その技
術的助言を県指導機関等で行っていく。
　なお，施設の利用率は目標を達成してい
ることから，引き続き受益面積の確保と利
用率の維持を図りつつ，荷受・乾燥・貯蔵
能力に見合った適正管理が行われるよう作
期分散，品種構成の見直しについても関係
機関で助言していく。

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時（平
成25年）

１年後
（平成27

年）

別紙様式２号
都道府県事業実施状況報告書及び評価報告書

市町
村名

事業実施主体名
成果目標の具
体的な内容①

事業実施後の状況① 負担区分（円）

完了
年月
日

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
（平成25
年）

事業実施主体の評価 都道府県の評価
成果目標の具
体的な実績①

成果目標の具
体的な内容②

事業実施後の状況②

成果目標の具
体的な実績②

２年後
（平成28

年）

３年後
（平成29

年）

（工種、施設区
分、構造、規
格、能力等）１年後

（平成27
年）

２年後
（平成28
年）

３年後
（平成29

年）

目標値
（平成29

年）

目標値
（平成29

年）
達成率
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メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

（円） 備考

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

東松島
市

有限会社アグリード
なるせ

土地利用
型作物
(稲)

事業実施地区にお
ける下位等級指数
（１等以外の数量
を全出荷量で除し
て100を乗じたも
の）を50.2％削減

17.5%
(9.1t/
52.3t)

21.1%
(17.4t/
82.3t)

9.8%
(9.8t/
100.5t)

3.1%
(4.0t/
129.7t)

8.7%
(4.8t/
55.0t)

163.6%
((3.1-

17.5)/(8.7-
17.5)×100)

平成29年度の下位
等級指数の割合は
3.1%となり，目標
を達成した。

土地利
用型作
物(麦)

事業実施地区にお
ける現状の小麦作
付面積に対するパ
ン・中華めん用品
種の作付面積の増
加面積の割合が
374.3％増加

0.9ha
全作付面積
24.1ha
うち中華麺用
作付面積
0.9ha
(銀河のちから
8,790㎡)
(ゆきちから
0㎡)

4.8ha
全作付面積
30.5ha
うち中華麺
用作付面積
4.8ha
(銀河のちか
ら 27,970
㎡)
(ゆきちから
20,123㎡)

11.5ha
全作付面積
16.1ha
うち中華麺
用作付面積
11.5ha
(銀河のちか
ら 42,925
㎡)
(ゆきちから
72,455㎡)

20.3ha
全作付面積
28.4ha
うち中華麺
用作付面積
20.3ha
(銀河のちか
ら 112,878
㎡)
(ゆきちから
90,120㎡)

14.0ha
全作付面積
28.6ha
うち中華麺
用作付面積
14.0ha
(銀河のちか
ら 70,000
㎡)
(ゆきちから
70,000㎡)

148.1%
((20.3-

0.9)/(14.0-
0.9)×100)

平成29年度におけ
る作付面積は
20.3haとなり，目
標を達成した。

【農産物処理加工
施設】
建屋1棟（建築面積
279.15㎡）
精米設備（玄米300
㎏/ｈ）一式
小麦製粉設備（15
～20kg/h×３機
等）一式
野菜製粉設備（乾
燥庫2台・粉砕機1
台等）一式
バームクーヘン製
造設備（オーブン1
台等）一式

195,696,000 90,600,000 0 0 105,096,000
平成27
年7月29

日

　平成29年度においては，圃場ごとの肥培管理を
関係機関の指導を受けながら実施し，下位等級の
要因となるカメムシ防除等の徹底を図るなどの品
質向上に取り組んだ。その結果，成果目標Ⅰの目
標を達成することができた。また，小麦の計画的
な作付を行うことができたため，成果目標Ⅱを達
成することができた。
　成果目標達成にあたっては，県内の小麦粉を使
用している菓子・パン店への売り込み，自社バウ
ムへの利用検討，小麦粉・バウムの商談会への参
加，企業訪問による営業などを実施するととも
に，専門家のアドバイスを受けた販売活動の実
施，直売所の開設を行った。
　今後は，農産物の計画的な栽培による生産物の
安定数量の確保を実施しながら，農地集積による
生産基盤の確保に努め，直売所を拠点としたバウ
ムクーヘンを始めとする農産物加工品並びに農産
物の販売を展開し，売上増に努める。

本事業で農産物処理加工施設及び加工機械を導入し
たことにより，生産から加工に至るまでの高付加価
値化を図る体制が整備された。
　成果目標①については，良質米づくり基本となる
土づくりを徹底するとともに圃場ごとの細やかな肥
培管理，下位等級の要因となるとなるカメムシ防除
を徹底したことにより，目標を達成している。
　成果目標②については，麦の全体作付面積はブ
ロックローテーションの関係で目標面積には至らな
かったが，成果目標であるパン・中華めん用品種に
ついては，計画的な作付けにより，目標を達成して
いる。
 県では，ICTを活用したほ場管理システムやPFコン
バインの導入による効果検証等の技術支援を行って
いるほか，大規模県外商談会への出展や小麦の販路
拡大支援等を行っている。
 今後も引き続き，作物の収量・品質の安定の向け
た技術提供や製品の販路拡大に対して情報提供や助
言等の支援を継続する。

２年後
（平成28

年）

３年後
（平成29

年）

目標値
（平成29

年）
達成率

（工種、施設区
分、構造、規
格、能力等）

負担区分（円）

完了
年月
日

事業実施主体の評価 都道府県の評価

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
（平成25
年）

１年後
（平成27

年）

２年後
（平成28
年）

３年後
（平成29

年）

目標値
（平成29

年）

成果目標の具
体的な内容①

事業実施後の状況①

成果目標の具
体的な実績①

成果目標の具
体的な内容②

事業実施後の状況②

成果目標の具
体的な実績②

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時（平
成25年）

１年後
（平成27

年）

市町
村名

事業実施主体名
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メ
ニュー

①

メ
ニュー

②
事業内容 事業費

（円） 備考

交付金
都道
府県
費

市町
村費

その他

85.9%
総合
所見

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

市町
村名

事業実施主体名
成果目標の具
体的な内容①

事業実施後の状況①

成果目標の具
体的な実績①

成果目標の具
体的な内容②

（対象
作物・
畜種等
名）①

計画時
（平成26
年）

１年後
（平成27

年）

２年後
（平成28
年）

事業実施後の状況②

成果目標の具
体的な実績②

負担区分（円）

完了
年月
日

事業実施主体の評価 都道府県の評価

計画時（平
成26年）

１年後
（平成27

年）

２年後
（平成28

年）

３年後
（平成29

年）

３年後
（平成29

年）

目標値
（平成29

年）
達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

目標値
（平成29

年）
達成率

都道府県
平均達成率

評価対象地区３地区のうち１地区は目標を達成，１地区は１つのみ目標を達成，１地区は未達成となり，県全体としては未達成となった。未達成の要因には異常気象（日照不足・長雨）の影響が大きかっ
たことから，今後は異常気象（日照不足・長雨）に影響されない米作りの励行を強化し，早期の目標達成に向け事業実施主体への指導を重点的に行う。

（工種、施設区
分、構造、規
格、能力等）

　麦の乾燥調製施設を導入する
ことにより、事業実施主体にお
ける10ａ当たり労働時間を削減
するとともに、農産物検査にお
ける下位等級指数を削減する成
果目標を設定しており、事業実
施の結果、下位等級指数削減は
約9割の達成率にとどまったも
のの、労働時間削減については
ほぼ目標どおり削減が行われ、
規模拡大による効率化とともに
乾燥調製施設の効率的利用が図
られている。
　なお、大麦2品種、小麦2品種
を作付けしている状況にある中
で、施設の有効利用にあたり、
上位１品種を除いた作付面積比
率を66.7％以上にすることとし
ていたが、その目標は達成でき
なかったことから、面積割合が
少なく固定化している小麦品種
「ゆきちから」等から製パン適
性が優れる小麦新品種「夏黄
金」へ転換することで、面積比
率が改善されるよう指導してい
く。
　また、下位等級指数の削減に
あたっては、追肥等の基本技術
の徹底を促すとともに、品種別
対策として、品質が安定してい
ない大麦「ミノリムギ」の作付
比率低減や「ゆきちから」より
も穂発芽しにくく赤かび病にや
や強い小麦新品種「夏黄金」導
入による品質向上の検討も促
す。

　10ａ当たり麦労働時間につ
いては、平成29年産が
2.5285hrとなりほぼ目標どお
り削減され、達成率は105.4%
と乾燥調製施設の導入効果が
現れた。
　なお、新たにパン・麺類へ
の加工適正に優れた「ゆきち
から」を30,130㎡作付けし乾
燥調製施設の有効利用に努め
たが、上位一品種を除いた作
付面積比率については64.7％
と計画時より3.1%上回ったも
のの、目標の数値には届かな
かった。
　平成29年産麦については、
好天に恵まれたこともあり10
ａ当たり平均収量が542kgとな
り、過去5年の中で最も高い収
量となった。一方で品質面に
ついては、麦踏みや追肥、赤
かび病防除の一斉防除など適
切な肥培管理に努めたもの
の、茎立ちが早まったことや
出穂期から成熟期までの高温
により登熟が急激に進んだこ
とで、千粒重が低下し細麦の
発生が多く、下位等級比率が
目標値の40に対して、44.2と
なり達成率としては89.9%と
なった。今後は、より発芽を
揃えるため10月20日まで播種
量10kg/10aで播種作業を行う
事で出芽率を確保。また、年
内中の麦踏みを確実に行い、
必要茎数の確保・生育の均一
化を図る事で出穂期の安定化
による未熟粒の発生を抑制す
る２点の対策に努める。

平成28
年3月30

日
65,771,0000036,667,000102,438,000

【乾燥調製施設】
(1)鉄骨造り平屋1
棟
延べ床面積　268.2
㎡
(2)乾燥調製施設
①8トン級乾燥機4
基
②荷受ホッパー1基
③放冷タンク4基
④精選機1基
⑤選別機1基
⑥石抜機1基
⑦色彩選別機2基
⑧製品タンク1基
⑨個袋・フレコン
計量器1基
⑩屑麦タンク1基
⑪屑麦再選別機1基
⑫給油タンク1基
⑬湿式集塵装置4基
⑭フォークリフト1

基
（回転フォーク仕
様）
(3)処理計画面積：
60ha

　平成29年産麦
は、平成28年の秋
雨による断続的な
降雨で稲刈り作業
が遅れ，麦の播種
開始が遅れたもの
の，高速播種機を
使用して播種した
こともあり10月28
日までに全面積で
播種が終了した。
宮城県における麦
類の播種適期は10
月20日までとなっ
ていることから概
ね良好であった。
初期生育は11月下
旬まで低温で経過
したため，平年を
下回ったが，降雪
が少なかったこと
や1月の気温が高

めだったことで2
月中には平年並み
まで生育量が回復
した。桃生地区に
おける出穂期はｼｭ
ﾝﾗｲ5月4日頃，ﾐﾉﾘ
ﾑｷﾞ5月5日頃，ｼﾗﾈ
ｺﾑｷﾞ5月15日頃で
平年より5日程度
遅れた。
　事業実施主体に
おける品質面につ
いては，生育期間
中は概ね好天に恵
まれたことで10当
たり平均収量は
542kgとなり，過
去5年の中で最も
高い収量であっ
た。しかし，茎立
ちが早かったこと
や，出穂期から成
熟期までの高温に
より登熟が急激に
進んだため，麦踏

みや追肥，赤かび
病防除の一斉防除
など適切な肥培管
理に努めたもの
の，千粒重が小さ
く細麦が多かった
ことで，下位等級
比率が目標値の40
に対して，44.2と
なり達成率として
は89.9%に留まっ
た。

89.9%

((44.2-
81.7)/(40
.0-81.7)
×100)

40
(計画時の
数値の
5割以上
削減)

44.2
(147,500k

g/
333,505kg

)

46.6
(117,235k

g/
251,385kg

)

81.7
(H20-H26の
7中5平均)

－

現況値の5割以上
の削減を掲げ下位
等級指数40.0を設

定する。

土地利
用型作
物(麦)

105.4%

((2.5285-
2.73)/(2.

5389-
2.73)×
100)

2.5389hr
/10a

(1,523.34
hr

/60.0ha)

〈66.7％
〉

(40ha/60h
a)

10aあたり労働時
間を7％以上削
減。
※事業実施地区に
おいて，複数品種
又は麦種による作
付体系（上位１品
種を除いた作付面
積比率66.7％以
上）へと転換する
ことによって施設
利用の効率化に取
り組む。

土地利用
型作物
(麦)

株式会社入沢ファー
ム

石巻市

2.73hr
/10a

(1,426hr
/52.3ha)

〈61.6％
〉

(32.2ha/5
2.3ha)

－
(－)

〈－〉

2.4698hr
/10a

(1,511.5h
r

/61.2ha)

〈65.7％
〉

(40.2064h
a/61.1564

ha)

2.5285hr
/10a

(1,555hr
/61.5ha)

〈64.7％
〉

(39.7979h
a/61.4967

ha)

　麦労働時間合計
は計画時で
1,426.0hrであっ
たのに対して29年
産における麦労働
時間合計は
1,555.0hrで計画
時点より129.0hr
増加した。しか
し、29年産の麦の
作付面積が計画時
より9.2ha増加し
たことにより、
10a当たり労働時
間は2.73hr（計画
時）から2.53hr
（29年産）に削減
され達成率は
100.8%となった
（高速播種機や大
型ブロードキャス
ター使用、大型荷

受ホッパー及び80
石級乾燥機の導入
により規模拡大・
作業効率化に繋が
り目標を達成でき
た）。
　なお、作付体系
（作付面積比率）
の転換について
は、平成29年産は
ｼｭﾝﾗｲ216,988㎡
ha、ﾐﾉﾘﾑｷﾞ
193,993㎡、ｼﾗﾈｺﾑ
ｷﾞ173,856㎡、ゆ
きちから30,130㎡
の合計614,967㎡
の作付実績となっ
た。新たにパン・
麺類への加工適正
に優れた「ゆきち
から」を導入し乾
燥調製施設の有効
利用を図ったが、
上位一品種を除い
た作付面積比率に

ついては、計画時
の61.5%より3.1％
上回る64.7％と
なったものの、目
標の数値には届か
なかった。
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